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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被加工物の加工に用いられるレーザ光を出力するレーザ加工装置であって、
　シード光を励起光によって増幅する光増幅ファイバと、
　前記シード光をパルス状に発生させるシード光源と、
　前記励起光を発生させる励起光源と、
　前記励起光の制御条件を予め記憶する記憶部と、
　前記記憶部に記憶された前記制御条件に従って前記励起光源を制御する制御部とを備え
、
　前記制御条件は、
　前記シード光が発生しない非発光期間の間、前記光増幅ファイバから放出されるエネル
ギーと実質的に等しいエネルギーを有する励起光を前記励起光源に発生させるための予め
定められた条件を含み、
　前記光増幅ファイバから出力された光の強度を検出するための検出器と、
　前記記憶部に記憶された前記制御条件を補正する補正部とをさらに備え、
　前記補正部は、前記非発光期間に前記光増幅ファイバから出力された前記励起光の強度
についての前記検出器の検出結果を、前記非発光期間における前記励起光のパワーに関す
る前記制御条件の補正に反映させる、レーザ加工装置。
【請求項２】
　前記シード光源は、複数の光パルスを含むパルス列を前記シード光として発生させるレ
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ーザ光源であり、
　前記非発光期間は、前記シード光源が前記パルス列を繰り返し発生させる場合における
前記パルス列の時間間隔である、請求項１に記載のレーザ加工装置。
【請求項３】
　前記非発光期間における前記励起光のパワーは、前記パルス列が発生する発光期間にお
ける前記励起光のパワーよりも小さい、請求項２に記載のレーザ加工装置。
【請求項４】
　前記励起光源は、前記非発光期間の間、前記励起光を連続的に発生させる、請求項３に
記載のレーザ加工装置。
【請求項５】
　前記励起光源は、前記非発光期間の間、前記励起光を周期的に発生させる、請求項３に
記載のレーザ加工装置。
【請求項６】
　前記励起光源は、前記非発光期間の間、前記励起光の発生を一旦停止した後に前記励起
光を発生させる、請求項３に記載のレーザ加工装置。
【請求項７】
　前記複数の光パルスの間の時間間隔は、前記パルス列同士の時間間隔よりも短い、請求
項２から６のいずれか１項に記載のレーザ加工装置。
【請求項８】
　前記シード光源は、光パルスを前記シード光として繰り返し発生させるレーザ光源であ
り、
　前記非発光期間は、前記光パルスの繰返し期間である、請求項１に記載のレーザ加工装
置。
【請求項９】
　前記励起光源は、前記シード光の発生に先立って前記励起光のパワーを上昇させるとと
もに、前記シード光の発生と同期して前記励起光のパワーを低下させる、請求項８に記載
のレーザ加工装置。
【請求項１０】
　前記検出器は、前記非発光期間に前記光増幅ファイバから出力された前記励起光の強度
を検出する、請求項１から９のいずれか１項に記載のレーザ加工装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、レーザ加工装置に関し、特に、ファイバ増幅器を備えるレーザ加工装置から
出射されるレーザ光の制御に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ファイバ増幅器を利用するＭＯＰＡ（Master Oscillator and Power Amplifier）方式
において、非発光期間にファイバ増幅器に供給する励起エネルギーを、発光期間にファイ
バ増幅器に供給するエネルギーと異ならせることが提案されている。
【０００３】
　たとえば特開２０００－３４０８７２号公報（特許文献１）は、連続駆動される第１の
励起用半導体レーザと、パルス駆動される第２の励起用半導体レーザとを備えるレーザマ
ーキング装置を開示する。第１の励起用半導体レーザから出射される連続光のパワーは、
第２の励起用半導体レーザから出射されるパルス光のパワーに比べて低い。信号用半導体
レーザが信号光を発生しない非発光期間には、第１の励起用半導体レーザからの励起光の
みによって光増幅ファイバが励起されるのに対し、信号用半導体レーザが信号光を発生す
る発光期間には、第１および第２の励起用半導体レーザからの励起光によって光増幅ファ
イバが励起される。上記の励起方法は、発光開始直後の出力パルスのエネルギーが極端に
大きくなること、逆に、出力パルスのパワーが所定値に到達するまでに時間がかかること
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を防ぐことを目的とする。
【０００４】
　また、たとえば特開平３－２４２６２７号公報（特許文献２）は、光通信用の多段光増
幅装置を開示する。この装置では、励起用光源が信号光（シード光）と同期してパルス駆
動される。このような駆動方式は、ＡＳＥ（Amplified Spontaneous Emission）を低減す
ることを目的としたものである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－３４０８７２号公報
【特許文献２】特開平３－２４２６２７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１に開示された構成によれば、第１の励起用半導体レーザから出射される連続
光のパワーが適切でなければ、発光開始直後の出力パルスのエネルギーが極端に大きくな
る可能性、あるいは出力パルスのエネルギーが所定のパワーに到達するまでに時間がかか
る可能性がある。発光開始直後の出力パルスのエネルギーが安定していなければ、レーザ
加工（１つの例として印字であるがこれに限定されない）の品質が劣化する。たとえば、
レーザ加工条件の変更に伴って、出力パルスの繰り返し周波数、パワー等の条件を変更し
た場合には、このような問題が起こりやすい。
【０００７】
　同様に、特許文献２に開示された構成によれば、信号光によって、光増幅ファイバに供
給された励起エネルギーが消費される。しかし、すべての励起エネルギーを信号光によっ
て消費することはできないので、一部の励起エネルギーが光ファイバに残ったままとなる
。消費されなかった励起エネルギーはＡＳＥとして光増幅ファイバから徐々に放出される
。励起光パルスの間隔が異なる場合には、励起光パルスが発せられた時点において光増幅
ファイバに残っている励起エネルギーが異なる。したがって励起期間中に到達する励起エ
ネルギーが励起光パルスの間隔に応じて異なる。励起エネルギーが変化すると出力パワー
が変化する。
【０００８】
　図１１は、特許文献１および特許文献２に開示された光増幅を用いた場合に生じ得る課
題を説明した図である。図１１（ａ）は、出力パルス光の繰り返し期間が短い場合におけ
る出力パルス光のパワーを示した図である。図１１（ｂ）は、出力パルス光の繰り返し期
間が長い場合における出力パルス光のパワーを示した図である。
【０００９】
　図１１を参照して、励起用レーザに駆動電流が供給されることによって、励起用レーザ
が励起光を発生させる。励起光が光増幅ファイバに入射することによって、光増幅ファイ
バに励起エネルギーが供給される。光増幅ファイバに励起エネルギーが蓄積される時間が
光増幅ファイバの励起時間であり、この励起時間は励起用レーザに駆動電流が供給される
時間に相当する。
【００１０】
　信号光が光増幅ファイバに入力することで、光増幅ファイバに蓄積された励起エネルギ
ーが消費される。信号光の発生と同期して励起用レーザの駆動電流がオフするので、光増
幅ファイバへの励起エネルギーの供給も信号光の発生と同期して停止する。光増幅ファイ
バからＡＳＥ光が放出されるため、励起エネルギーの供給が停止している間に光増幅ファ
イバに蓄えられた励起エネルギーが徐々に低下する。
【００１１】
　励起エネルギーの供給が停止される期間が長いほど、励起開始時点において光増幅ファ
イバに残っている励起エネルギーが少なくなる。図１１（ａ）と図１１（ｂ）との比較か
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ら理解されるように、パルス光の繰り返し周期が長い場合ほど、励起開始時点に光増幅フ
ァイバに残っている励起エネルギーが少なくなる。
【００１２】
　繰り返し期間が異なるにもかかわらず、励起条件（具体的には励起用レーザの駆動電流
の大きさ、供給期間等）が同じである場合、出力光のパワーが変化する。繰り返し期間が
短いほど出力光のパワーが大きくなり、繰り返し期間が長いほど出力光のパワーが小さく
なる。したがって、たとえば外部から不定期にレーザ加工装置に入力されるトリガ信号に
同期してレーザ光が出力される場合には、その出力光のパワーを所定値に保つことが難し
くなる。
【００１３】
　さらに、励起用レーザに用いられる半導体レーザには、一般的に、出力をモニタする機
能が付加されていない。このため励起用半導体レーザは定電流駆動される。しかし周囲温
度あるいは経時変化によって励起用半導体レーザの閾値（発振開始電流値）が変化するた
め、定電流駆動されていても励起用半導体レーザから出力される励起光のパワーが変化す
る。励起光のパワーが変化することで、レーザ加工装置の加工品質が変化する。すなわち
、周囲温度あるいは励起用半導体レーザの経時変化によってレーザ加工装置の加工品質が
変化する可能性がある。
【００１４】
　本発明の目的は、レーザ加工装置から出力されるパルス光のパワーを安定化させるため
の技術を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明は要約すれば、被加工物の加工に用いられるレーザ光を出力するレーザ加工装置
であって、シード光を励起光によって増幅する光増幅ファイバと、シード光をパルス状に
発生させるシード光源と、励起光を発生させる励起光源と、励起光の制御条件を予め記憶
する記憶部と、記憶部に記憶された制御条件に従って励起光源を制御する制御部とを備え
る。制御条件は、シード光が発生しない非発光期間の間、光増幅ファイバから放出される
エネルギーと実質的に等しいエネルギーを有する励起光を励起光源に発生させるための予
め定められた条件を含む。
【００１６】
　好ましくは、シード光源は、複数の光パルスを含むパルス列をシード光として発生させ
るレーザ光源である。非発光期間は、シード光源がパルス列を繰り返し発生させる場合に
おけるパルス列の時間間隔である。
【００１７】
　好ましくは、非発光期間における励起光のパワーは、パルス列が発生する発光期間にお
ける励起光のパワーよりも小さい。
【００１８】
　好ましくは、励起光源は、非発光期間の間、励起光を連続的に発生させる。
　好ましくは、励起光源は、非発光期間の間、励起光を周期的に発生させる。
【００１９】
　好ましくは、励起光源は、非発光期間の間、励起光の発生を一旦停止した後に励起光を
発生させる。
【００２０】
　好ましくは、複数の光パルスの間の時間間隔は、パルス列同士の時間間隔よりも短い。
　好ましくは、シード光源は、光パルスをシード光として繰り返し発生させるレーザ光源
である。非発光期間は、光パルスの繰返し期間である。
【００２１】
　好ましくは、励起光源は、シード光の発生に先立って励起光のパワーを上昇させるとと
もに、シード光の発生と同期して励起光のパワーを低下させる。
【００２２】
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　好ましくは、レーザ加工装置は、光増幅ファイバから出力された励起光を検出するため
の検出器と、記憶部に記憶された制御条件を補正する補正部とをさらに備える。補正部は
、前記検出器の検出結果を前記制御条件の補正に反映させる。
【００２３】
　好ましくは、レーザ加工装置は、光増幅ファイバから出力された光の強度を検出するた
めの検出器と、記憶部に記憶された制御条件を補正する補正部とをさらに備える。補正部
は、検出器の検出結果を制御条件の補正に反映させる。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明によれば、レーザ加工装置から出力される加工用のパルス光のパワーを安定化さ
せることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明の実施の形態１に係るレーザ加工装置の構成例を示した図である。
【図２】図１に示した光増幅ファイバの構造の一例を示した図である。
【図３】図１に示した制御装置の機能ブロック図である。
【図４】実施の形態１に従うシードＬＤおよび励起ＬＤの動作を説明するための図である
。
【図５】実施の形態２に従うシードＬＤおよび励起ＬＤの動作を説明するための図である
。
【図６】実施の形態３に従うシードＬＤおよび励起ＬＤの動作を説明するための図である
。
【図７】実施の形態４に従うシードＬＤおよび励起ＬＤの動作を説明するための図である
。
【図８】実施の形態５に係るレーザ加工装置の全体構成図である。
【図９】図８に示した波高値検出器によって検出されるパルスの波形例を示した図である
。
【図１０】図８に示した制御装置の機能ブロック図である。
【図１１】特許文献１および特許文献２に開示された光増幅を用いた場合に生じ得る課題
を説明した図である。
【図１２】実施の形態１に係るレーザ加工装置から出力されるパルス光の実際のパワーを
示した波形図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、この発明の実施の形態について、図面を参照しながら詳細に説明する。なお、図
中同一または相当部分には同一符号を付してその説明は繰り返さない。
【００２７】
　本明細書では「パルス列」との用語は、ある時間間隔で時間軸上に並べられた複数の光
パルスを意味する。また、本明細書では、「ＬＤ」との用語は、半導体レーザを表す。
【００２８】
　［実施の形態１］
　図１は、本発明の実施の形態１に係るレーザ加工装置の構成例を示した図である。図１
を参照して、レーザ加工装置１００は２段増幅タイプのレーザ増幅器を備える。詳細には
、レーザ加工装置１００は、光ファイバ１，８と、シードＬＤ２と、励起ＬＤ３，９Ａ，
９Ｂと、アイソレータ４，６，１１と、バンドパスフィルタ（ＢＰＦ）７と、コンバイナ
５，１０と、エンドキャップ１２と、ドライバ２１，２２，２３Ａ，２３Ｂとを備える。
これらの要素により２段増幅タイプのレーザ増幅器が構成される。レーザ加工装置１００
は、さらに、ポンプダンプ１３と、受光素子１５と、レーザビーム走査機構１４と、制御
装置２０と、入力部２５とを備える。
【００２９】
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　光ファイバ１，８は光増幅ファイバであり、光増幅成分である希土類元素が添加された
コア、およびそのコアの周囲に設けられるクラッドを有する。コアに添加される希土類元
素の種類は特に限定されず、たとえばＥｒ（エルビウム）、Ｙｂ（イッテルビウム）、Ｎ
ｄ（ネオジム）などがある。以下では希土類元素はＹｂであるとして説明する。
【００３０】
　光ファイバ１，８の各々は、たとえばコアの周囲に１層のクラッドが設けられたシング
ルクラッドファイバでもよいし、コアの周囲に２層のクラッドが設けられたダブルクラッ
ドファイバでもよい。また、光ファイバ１，８は、同一構造（たとえばシングルクラッド
ファイバ）の光ファイバでもよいし、異なる構造を有する光ファイバ（たとえばシングル
クラッドファイバとダブルクラッドファイバ）の組み合わせでもよい。
【００３１】
　図２は、図１に示した光増幅ファイバの構造の一例を示した図である。図２（Ａ）およ
び図２（Ｂ）は、シングルクラッドファイバの一例の断面図であり、ファイバの延在方向
に対して垂直方向および平行方向の断面をそれぞれ示している。図２（Ａ）および図２（
Ｂ）を参照して、シングルクラッドファイバは、希土類元素が添加されたコア３１と、コ
ア３１の周囲に設けられ、かつコア３１よりも屈折率が低いクラッド３２とを含む。クラ
ッド３２の外表面は外皮３４に覆われる。
【００３２】
　図２（Ｃ）および図２（Ｄ）は、ダブルクラッドファイバの一例の断面図であり、ファ
イバの延在方向に対して垂直方向および平行方向の断面をそれぞれ示している。図２（Ｃ
）および図２（Ｄ）を参照して、ダブルクラッドファイバは、希土類元素が添加されたコ
ア３５と、コア３５の周囲に設けられ、かつコア３５よりも屈折率が低い第１クラッド３
６と、第１クラッド３６の周囲に設けられ、かつ第１クラッド３６よりも屈折率が低い第
２クラッド３７とを含む。第２クラッド３７の外表面は外皮３８に覆われる。
【００３３】
　図１に戻り、シードＬＤ２はシード光を発するレーザ光源である。シード光の波長は、
たとえば１０００～１１００ｎｍの範囲から選択された波長である。ドライバ２１はシー
ドＬＤ２にパルス状の電流を繰り返して印加することにより、シードＬＤ２をパルス駆動
する。すなわちシードＬＤ２からはパルス状のシード光が発せられる。
【００３４】
　シードＬＤ２から出射されるシード光はアイソレータ４を通過する。アイソレータ４は
一方向の光のみを透過し、その光と逆方向に入射する光を遮断する機能を実現する。本発
明の実施の形態では、アイソレータ４はシードＬＤ２からのシード光を透過させるととも
に光ファイバ１からの戻り光を遮断する。これによって光ファイバ１からの戻り光がシー
ドＬＤ２に入射するのを防ぐことができる。シードＬＤ２に光ファイバ１からの戻り光が
入射した場合にはシードＬＤ２が損傷するおそれがあるが、アイソレータ４を設けること
でこのような問題を防ぐことができる。
【００３５】
　励起ＬＤ３は、光ファイバ１のコアに添加された希土類元素の原子を励起するための励
起光を発する励起光源である。希土類元素がＹｂの場合、励起光の波長はたとえば９４０
±１０ｎｍとなる。ドライバ２２は、励起ＬＤ３を駆動する。
【００３６】
　コンバイナ５はシードＬＤ２からのシード光と励起ＬＤ３からの励起光とを結合して光
ファイバ１に入射させる。
【００３７】
　光ファイバ１に入射した励起光はコアに含まれる希土類元素の原子に吸収され、原子が
励起される。シードＬＤ２からのシード光が光ファイバ１のコアを伝搬すると、励起され
た原子がシード光により誘導放出を起こすためシード光が増幅される。すなわち光ファイ
バ１は、シード光を励起光によって増幅する。
【００３８】
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　光ファイバ１がシングルクラッドファイバである場合、シード光および励起光はともに
コアに入射する。これに対し、光ファイバ１がダブルクラッドファイバである場合、シー
ド光はコアに入射し、励起光は第１クラッドに入射する。ダブルクラッドファイバの第１
クラッドは励起光の導波路として機能する。第１クラッドに入射した励起光が第１クラッ
ドを伝搬する過程で、コアを通過するモードによりコア中の希土類元素が励起される。
【００３９】
　アイソレータ６は、光ファイバ１によって増幅され、かつ光ファイバ１から出射された
シード光（光パルス）を通過させるとともに光ファイバ１に戻る光を遮断する。
【００４０】
　バンドパスフィルタ７は、光ファイバ１から出力される光パルスのピーク波長を含む波
長帯の光を通過させるとともに、その波長帯と異なる波長帯の光を除去する。
【００４１】
　励起ＬＤ９Ａ，９Ｂは、光ファイバ８のコアに含まれる希土類元素の原子を励起するた
めの励起光を発する。ドライバ２３Ａ，２３Ｂは励起ＬＤ９Ａ，９Ｂのそれぞれを駆動す
る。
【００４２】
　図１に示した構成では、１段目の励起ＬＤの個数は１であり、２段目の励起ＬＤの個数
は２であるが、励起ＬＤの個数はこれらの値に限定されるものではない。
【００４３】
　コンバイナ１０は、バンドパスフィルタ７を通過した光パルスと、励起ＬＤ９Ａ，９Ｂ
からの励起光とを結合して光ファイバ８に入射させる。光ファイバ１における光増幅作用
と同じ作用によって、光ファイバ８に入射した光パルスが励起光によって増幅される。
【００４４】
　光ファイバ８は、増幅された光パルスを出射するだけでなく、光増幅に用いられずに残
った励起エネルギーも放出する。ポンプダンプ１３は、光ファイバ８から出射された光か
ら励起光を分離する。なお、出力光から励起光を分離するための手段はポンプダンプ１３
に限定されず、たとえばダイクロイックミラーといった、波長により透過(反射)率が異な
る素子でもよい。受光素子１５は、出力光から分離された励起光を受けるとともに、その
励起光の強度を示す信号を出力する。すなわちポンプダンプ１３および受光素子１５は、
２段目のファイバ増幅器から出力された励起光をモニタするためのものである。
【００４５】
　アイソレータ１１はポンプダンプ１３からの光パルスを通過させるとともに、光ファイ
バ８に戻る光を遮断する。アイソレータ１１を通過した光パルスは、アイソレータ１１に
付随する光ファイバの端面から大気中に出射される。エンドキャップ１２は、ピークパワ
ーの高い光パルスが光ファイバから大気中に出射される際に光ファイバの端面と大気との
境界面で生じるダメージを防止するために設けられる。
【００４６】
　レーザビーム走査機構１４は、レーザ増幅器からの出射光を二次元方向に走査するため
のものである。図示しないが、レーザビーム走査機構１４は、たとえばエンドキャップ１
２からの出射光であるレーザビームの径を所定の大きさに調整するためのコリメータレン
ズ、および、コリメータレンズを通過後のレーザビームを加工対象物５０の表面上で二次
元方向に走査するためのガルバノスキャナ、レーザビームを集光するためのｆθレンズ等
を含んでもよい。加工対象物５０の表面上でレーザ光Ｌ、すなわちレーザ加工装置１００
からの出力光が二次元方向に走査されることにより、金属等を素材とする加工対象物５０
の表面が加工される。たとえば加工対象物５０の表面に文字や図形等からなる情報が印字
（マーキング）される。
【００４７】
　制御装置２０は、ドライバ２１，２２，２３Ａ，２３Ｂおよびレーザビーム走査機構１
４を制御することによりレーザ加工装置１００の動作を統括的に制御する。入力部２５は
、たとえばユーザからの情報（たとえば加工対象物５０の表面に印字される文字、記号等
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の情報）を受付けて、その受付けた情報を制御装置２０に送信する。制御装置２０は、た
とえば入力部２５からの情報に基づいて、ドライバ２１，２２，２３Ａ，２３Ｂの動作開
始および動作終了を制御するとともに、ドライバ２１，２２，２３Ａ，２３Ｂを動作させ
ている間（言い換えればレーザ増幅器から光が出射されている間）、レーザビーム走査機
構１４の動作を制御する。
【００４８】
　制御装置２０は、たとえば所定のプログラムを実行するパーソナルコンピュータにより
実現される。入力部２５はユーザが情報を入力することができる装置であれば特に限定さ
れず、たとえばマウス、キーボード、タッチパネル等を用いることができる。
【００４９】
　シードＬＤ、励起ＬＤ、アイソレータ、バンドパスフィルタ等の特性は温度により変化
し得る。したがって、これらの素子の温度を一定に保つための温度コントローラをレーザ
加工装置に備えることがより好ましい。
【００５０】
　レーザ加工装置１００からレーザ光を出力させる場合において、シードＬＤ２はドライ
バ２１によって駆動されることにより、パルス状のシード光を発生させる。シード光をシ
ードＬＤ２から繰り返し発生させる場合、シード光の繰返し周波数は、ドライバ２１から
シードＬＤ２に供給されるパルス電流の繰り返し周波数に依存する。ドライバ２１から出
力されるパルス電流の繰り返し周波数は制御装置２０によって制御される。
【００５１】
　制御装置２０はドライバ２２，２３Ａ，２３Ｂを制御することによって励起ＬＤ３，９
Ａ，９Ｂが発する励起光のパワーを変化させる。励起ＬＤ３，９Ａ，９Ｂは、ドライバ２
２，２３Ａ，２３Ｂからそれぞれ供給される駆動電流に応じたパワーを有する励起光を出
力する。各ドライバ２２，２３Ａ，２３Ｂから出力される駆動電流の大きさは制御装置２
０によって制御される。
【００５２】
　レーザ加工装置１００が出力光パルスを繰り返し発生させる場合、励起ＬＤ３，９Ａ，
９Ｂは、シード光パルスが発生する発光期間だけでなく、シード光パルスが発生しない非
発光期間にも励起光を発生させる。制御装置２０は、その非発光期間における励起光パワ
ーがレーザ加工装置１００からの出力光に関する条件に基づいて可変となるように、各ド
ライバ２２，２３Ａ，２３Ｂを制御する。
【００５３】
　具体的には、制御装置２０は、出力光に関する条件に基づいて、非発光期間における励
起光パワー（言い換えればドライバから励起ＬＤに供給される駆動電流）を制御する。こ
の条件は、少なくとも、出力光のパワーに関する条件を含む。非発光期間における励起光
パワーを制御することで、後述するように出力光のパワーを安定させることができる。
【００５４】
　なお、この実施の形態では、非発光期間における励起光パワーは発光期間における励起
光パワーよりも小さくなる。非発光期間において、制御装置２０は、各ドライバ２２，２
３Ａ，２３Ｂから励起ＬＤに供給される駆動電流が低下するように各ドライバ２２，２３
Ａ，２３Ｂを低下させる。
【００５５】
　制御装置２０は、励起ＬＤ用のドライバ２２，２３Ａ，２３Ｂの制御条件を予め記憶す
るとともに、その条件に従ってドライバ２２，２３Ａ，２３Ｂを制御する。この制御条件
は、予備的な実験によって求められ、制御装置２０は、その制御条件に関するデータを記
憶する。
【００５６】
　制御装置２０は、受光素子１５によって検出された励起光のパワーに基づいて、予め記
憶されたデータに基づく制御条件を補正する。すなわち制御装置２０は、非発光期間にお
ける励起光パワーに関するフィードバック制御を実行する。このフィードバック制御によ
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って、レーザ加工装置からの出力光のパワーをより一層安定させることが可能になる。
【００５７】
　図３は、図１に示した制御装置の機能ブロック図である。図３を参照して、制御装置２
０は、記憶部２０１と、条件設定部２０２と、シードＬＤ制御部２０３と、パワー検出部
２０４と、補正部２０５と、励起ＬＤ制御部２０６とを備える。図３に示した構成は、ハ
ードウェア（電子回路）によって実現されてもよく、ソフトウェアによって実現されても
よい。
【００５８】
　記憶部２０１は、シード光および励起光に関する条件を、レーザ加工装置からの出力光
（以下では、単に「出力光」とも呼ぶ）の条件と関連付けて記憶する。この記憶内容には
、たとえば出力光のパワーに対する励起光パワーおよび励起時間の関係、出力光のパルス
幅に対するシード光のパルス幅の関係等がある。これらの関係は、たとえばテーブル、関
数、マップ等の各種の形式に従って記憶部２０１に記憶される。
【００５９】
　条件設定部２０２は、入力部２５に入力された情報および、記憶部２０１に記憶された
条件に基づいて、シードＬＤおよび励起ＬＤの駆動条件を設定する。たとえばレーザ加工
装置から出力される光のピークパワーが入力部２５に入力される。条件設定部２０２は、
そのピークパワーおよび、記憶部２０１に記憶された励起光パワーおよび励起時間と、出
力光のパワーとの関係に従って、励起光パワーおよび励起時間を設定する。また、たとえ
ばレーザ加工装置から出力される光の繰返し周波数が入力部２５に入力される。条件設定
部２０２は、その繰返し周波数に従って、シード光パルスの繰返し周波数を設定する。
【００６０】
　なお、上記の説明は、記憶部２０１に記憶される情報および条件設定部２０２によって
設定される条件を例示するものである。条件設定部２０２は、入力部２５を介して入力さ
れる情報および記憶部２０１に記憶される情報に基づいて、シードＬＤおよび励起ＬＤの
初期駆動条件を設定するように構成されていればよい。
【００６１】
　シードＬＤ制御部２０３は、条件設定部２０２によって設定された条件に従ってシード
ＬＤ２を駆動するためのドライバ２１を制御する。ドライバ２１は、シードＬＤ制御部２
０３の制御により、シードＬＤ２に駆動電流を供給する。
【００６２】
　パワー検出部２０４は、受光素子１５からの信号に基づいて、光ファイバ１，８から出
力された光のうち、ポンプダンプ１３によって分離された励起光のパワーを検出する。受
光素子１５はポンプダンプ１３から励起光を受けて、その励起光の強度を示す信号を出力
する。パワー検出部２０４は、受光素子１５からの信号の強度に基づいて、ポンプダンプ
１３によって分離された励起光のパワーを検出する。
【００６３】
　補正部２０５は、条件設定部２０２によって設定された励起ＬＤの駆動条件を補正する
。具体的には、補正部２０５は、記憶部２０１に記憶されている励起ＬＤの駆動条件に、
パワー検出部２０４による検出結果を反映させることで、非発光期間に励起ＬＤ３，９Ａ
，９Ｂから出射される励起光のパワーに関する条件を補正する。
【００６４】
　励起ＬＤ制御部２０６は、条件設定部２０２によって設定され、かつ補正部２０５によ
って補正された条件に従って、励起ＬＤ３を駆動するためのドライバ２２、励起ＬＤ９Ａ
を駆動するためのドライバ２３Ａおよび、励起ＬＤ９Ｂを駆動するためのドライバ２３Ｂ
を制御する。ドライバ２２，２３Ａ，２３Ｂの各々は、励起ＬＤ制御部２０６の制御によ
り、対応する励起ＬＤに駆動電流を供給する。
【００６５】
　本発明の実施の形態では、ドライバ２２，２３Ａ，２３Ｂが一括して制御される（たと
えば駆動電流を一斉が変化する）。したがって、各実施の形態での説明では、励起ＬＤ３
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，９Ａ，９Ｂを１つの励起ＬＤとして総括的に説明する。同様に以後の説明では、光ファ
イバ１，８の各々に励起光が入射することで各光ファイバに蓄積される励起エネルギーに
ついても、１つの光ファイバに蓄積される励起エネルギーとしてまとめて説明する。
【００６６】
　図４は、実施の形態１に従うシードＬＤおよび励起ＬＤの動作を説明するための図であ
る。図４を参照して、シードＬＤはシード光パルスを周期ｔｐｒｄで繰り返し発生させる
。実施の形態１においては、発光期間とは、２以上の所定数のシード光パルスを含むパル
ス列を発生させる期間であり、非発光期間とは当該パルス列を発生させない期間である。
なお、パルス列に含まれる複数のパルスの間の時間間隔すなわち周期ｔｐｒｄは、非発光
期間よりも短い。
【００６７】
　励起ＬＤから出力される励起光は連続光である。励起光パワーは励起ＬＤに供給される
駆動電流に依存する。すなわち図４に示されるように、励起光パワーの変化は、励起ＬＤ
に供給される駆動電流の変化に対応している。
【００６８】
　シード光パルスは、光増幅ファイバの内部で励起エネルギーを得ることにより増幅され
、最終的にはレーザ加工装置から出力される出力光となる。シード光が増幅される過程で
は、励起エネルギーはシード光の増幅に全て消費されるわけではなく、一部の励起エネル
ギーが光増幅ファイバに残る。発光期間の間は、励起光（ＣＷ光）が光増幅ファイバに入
射するため、励起光によって供給された励起エネルギーが、光増幅ファイバに残った励起
エネルギーに追加される。次に発生したシード光が増幅されることにより、励起エネルギ
ーは、その一部が光増幅ファイバに残りつつ消費される。シード光パルスが発生する間、
光増幅ファイバでは励起エネルギーの消費および追加が繰り返される。
【００６９】
　シード光パルスの増幅に用いられずに光増幅ファイバに残った励起エネルギーはＡＳＥ
光として放出される。実施の形態１では、光増幅ファイバから放出されるエネルギーと同
等の励起エネルギー（励起光パワー）を、非発光期間の間、励起ＬＤから供給し続ける。
【００７０】
　非発光期間の間に、光増幅ファイバから放出されるエネルギーよりも大きいエネルギー
が光増幅ファイバに供給された場合、光増幅ファイバに蓄えられる励起エネルギーが非発
光期間の間に増加する。このため、発光開始時点にレーザ加工装置から出力されるパルス
光のパワーが大きくなる。
【００７１】
　逆に、非発光期間の間に、光増幅ファイバから放出されるエネルギーよりも小さいエネ
ルギーが光増幅ファイバに供給された場合、光増幅ファイバに蓄えられる励起エネルギー
が減少する。このため、発光開始時点にレーザ加工装置から出力されるパルス光のパワー
が小さくなるとともに、出力光のパワーが所定レベルに達するまでの時間が必要となる。
【００７２】
　図１２は、実施の形態１に係るレーザ加工装置から出力されるパルス光の実際のパワー
を示した波形図である。図１２（ａ）に示されるように、非発光期間における励起ＬＤ駆
動電流値が小さすぎる場合には、発光開始時点における出力パルス光のパワーが小さくな
るとともに、そのパルス光のパワーが所定レベルに達するまでの時間が必要となる。逆に
、図１２（ｂ）に示されるように、非発光期間における励起ＬＤ駆動電流値が大きすぎる
場合には、発光開始時点における出力パルス光のパワーが、大きくなる。非発光期間にお
ける励起ＬＤ駆動電流値を適正な値に設定することによって、図１２（ｃ）に示されるよ
うに、発光開始時点から出力パルス光のパワーを安定させることができる。
【００７３】
　実施の形態１によれば、光増幅ファイバから放出されるエネルギーと同等の励起エネル
ギー（励起光パワー）を、非発光期間の間、励起ＬＤから供給し続ける。これにより、非
発光期間の長さに関わらず、光増幅ファイバに蓄えられた励起エネルギーをその非発光期
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間の間、安定化させることができる。したがって次の発光期間の開始時における出力光の
パワーを、前回の発光期間における出力光のパワーと同じにすることができる。
【００７４】
　実施の形態１によれば、非発光期間の長さが変化しても出力光のパワーを安定させるこ
とができる。これにより高品質の加工が可能となる。
【００７５】
　さらに実施の形態１において、非発光期間に励起ＬＤから出力される励起光に関する条
件を、受光素子１５によって検出された励起光のパワーに基づいて制御してもよい。具体
的には、光ファイバ８から放出された励起光が受光素子１５で検出され、その受光素子１
５が受光した励起光のパワーに基づいて、励起光のパワーが制御される。このようなフィ
ードバック制御によってレーザ加工装置から出力される出力光のパワーをより一層安定さ
せることが可能になる。
【００７６】
　［実施の形態２］
　実施の形態２は、励起光パワーの制御の点において実施の形態１と異なる。具体的には
、実施の形態２では、シード光パルスに励起ＬＤを同期させる変調励起を行なう。
【００７７】
　なお、実施の形態２に係るレーザ加工装置の全体構成は、図１に示した構成と同様であ
る。さらに、制御装置２０の構成は図３に示した構成と同様である。したがって、実施の
形態２に係るレーザ加工装置の構成については、詳細な説明を以後繰り返さない。
【００７８】
　図５は、実施の形態２に従うシードＬＤおよび励起ＬＤの動作を説明するための図であ
る。図５（ａ）は変調励起を説明するための図である。図５（ｂ）は、ＣＷ励起を説明す
るための図である。
【００７９】
　図５（ａ）を参照して、変調励起では、シードＬＤからシード光が発生するタイミング
に同期して、励起ＬＤに供給される駆動電流が変調される。シード光の繰返し周波数が低
い場合（たとえば１０ｋＨｚ程度まで）には、出力光パワーを安定化させるためにこのよ
うな励起方法が有効である。なお、図５（ａ）の例では、励起時間幅ｔｗは、シード光パ
ルスの発生する周期ｔｐｒｄよりも短い。この例において、発光期間とは、シード光パル
スが発生する期間であり、非発光期間とは、シード光パルスが発生しない期間である。
【００８０】
　期間Ｔは、非発光期間のうち、ＡＳＥ光として光増幅ファイバから放出される励起エネ
ルギーと励起ＬＤから励起光を入射することによって光増幅ファイバに供給される励起光
のエネルギーとを同じにする期間である。光増幅ファイバに蓄えられる励起エネルギーを
、期間Ｔの間ほぼ一定に保つことによって、周期ｔｐｒｄが変化しても、出力光パワーを
安定にすることができる。
【００８１】
　一方、図５（ｂ）を参照して、ＣＷ励起の場合、励起ＬＤは定電流駆動される。励起時
間幅ｔｗは、ＣＷ励起の場合に出力光のパワーを一定にすることが可能な最低の繰り返し
周期ｔｐｒｄに相当する。すなわち、ＣＷ励起とは、図５（ａ）に示した変調励起におい
て、期間Ｔを実質的に０にした場合の励起方法と考えることができる。
【００８２】
　実施の形態２では、励起時間幅ｔｗおよび励起ＬＤの駆動電流値Ｉを固定してシード光
を繰り返し発生させる。実施の形態２においても、レーザ加工装置から出力光が発せられ
た直後に光増幅ファイバに残っている励起エネルギーが変化しないように、出力光に関す
る条件に基づいて、励起ＬＤの励起時間幅ｔｗおよび駆動電流値等が設定される。
【００８３】
　変調励起の場合には、周期ｔｐｒｄによらず出力パルス光のパワーを安定化させること
ができる。したがって、たとえば外部入力信号に同期してレーザ加工装置が出力光を発す
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る場合など、出力光が発せられる時間間隔が変動する場合でも、出力光のパワーを安定化
させることができる。
【００８４】
　さらに実施の形態２によれば、周期ｔｐｒｄを短くすることによって励起方法を変調励
起からＣＷ励起に切換えることができる。ＣＷ励起の場合でも出力光のパワーを安定化さ
せることができる。実施の形態２によれば、励起方法に関わらず略同一のパワーＰｏを有
する出力光を得ることができるので、加工品質を安定させることができる。
【００８５】
　［実施の形態３］
　実施の形態３は、非発光期間における励起光パワーの制御方法の点で実施の形態１と異
なる。ただし、実施の形態３においても、非発光期間には光増幅ファイバに蓄えられた励
起エネルギーが安定するように、非発光期間における励起光パワーが制御される。
【００８６】
　実施の形態３に係るレーザ加工装置の全体構成は、図１に示した構成と同様である。さ
らに、制御装置２０の構成は図３に示した構成と同様である。したがって、実施の形態３
に係るレーザ加工装置の構成については詳細な説明を以後繰り返さない。
【００８７】
　図６は、実施の形態３に従うシードＬＤおよび励起ＬＤの動作を説明するための図であ
る。図６および図４を参照して、実施の形態３では、励起ＬＤは非発光期間においてパル
ス駆動される。この点において実施の形態３は実施の形態１と異なる。非発光期間におけ
る励起光パワーの平均値は、実施の形態３と実施の形態１とで同様である。したがって、
実施の形態３によれば実施の形態１と同様に、非発光期間の長さに関わらず、光増幅ファ
イバに蓄えられる励起エネルギーを安定化させることができる。すなわち次の発光期間の
開始時に、出力光のパワーを前回の発光期間におけるパワーと同じにすることができる。
【００８８】
　非発光期間における励起ＬＤ駆動電流パルスのデューティ比は、制御装置２０の記憶部
２０１に予め記憶される。記憶部２０１に記憶された値に基づいて、励起ＬＤ制御部２０
６はドライバ２２，２３Ａ，２３Ｂを制御する（図３参照）。さらに、補正部２０５は、
受光素子１５によって検出された励起光の強度に従って、駆動電流パルスのデューティ比
を補正してもよい。この場合、非発光期間に光増幅ファイバに蓄えられる励起エネルギー
をより安定させることができるので、出力光のパワーをより安定させることができる。
【００８９】
　［実施の形態４］
　実施の形態４では、基本的には、実施の形態１と同様にシードＬＤおよび励起ＬＤが駆
動される。ただし非発光期間が実施の形態１に比較して長くなる。非発光期間における励
起ＬＤの制御の点において、実施の形態４は実施の形態１と異なる。
【００９０】
　実施の形態４に係るレーザ加工装置の全体構成は、図１に示した構成と同様である。さ
らに、制御装置２０の構成は図３に示した構成と同様である。したがって、実施の形態４
に係るレーザ加工装置の構成については詳細な説明を以後繰り返さない。
【００９１】
　図７は、実施の形態４に従うシードＬＤおよび励起ＬＤの動作を説明するための図であ
る。図７を参照して、非発光期間が長い場合には、励起ＬＤへの駆動電流の供給を停止す
る期間が設けられる。Ｔｐｒは、光増幅ファイバに蓄えられる励起エネルギーが、光増幅
ファイバが保持すべき励起エネルギーのレベルに到達するのに要する時間を表わす。この
レベルは、発光期間において、光増幅ファイバによるシード光の増幅後に光増幅ファイバ
に残った励起エネルギーに相当する。
【００９２】
　実施の形態４では、シード光パルス列の最初のパルスを発生させる時点より時間Ｔｐｒ
だけ前に励起ＬＤの駆動を開始する。発光期間が開始されたときに、所定のパワーの出力
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光パルスを発生させることができる。非発光期間が長い場合に、励起ＬＤへの駆動電流の
供給を停止する期間を設けることによって、たとえばレーザ加工装置の消費電力を低減す
るという効果を得ることができる。
【００９３】
　［実施の形態５］
　図８は、実施の形態５に係るレーザ加工装置の全体構成図である。図８および図１を参
照して、レーザ加工装置１００Ａは、カプラ１６と、受光素子１７と、波高値検出器１８
とをさらに備える点においてレーザ加工装置１００と異なる。
【００９４】
　カプラ１６は、１段目のレーザ増幅器からバンドパスフィルタ７を通過して出力される
パルス光のパワーを分岐する。カプラ１６によって、バンドパスフィルタ７から出力され
たパルス光エネルギーの一部は、受光素子１７に入力される光となる。受光素子１７は、
カプラ１６から光ファイバ１９を通じて光を受けるとともに、その光のパワーに応じて強
度が変化する信号を出力する。
【００９５】
　波高値検出器１８は、受光素子１７の出力信号の波高値を検出して、その検出結果を制
御装置２０に送信する。波高値検出器１８は、たとえばサンプリング回路、Ａ／Ｄ変換器
、アンプ等を含んで構成されるが、その構成は特に限定されるものではない。
【００９６】
　制御装置２０は、波高値検出器１８によって検出されたパルス波高値を用いて、発光期
間における最初のパルスの波高値と、パルスのパワーが安定した定常状態でのパルス波高
値との差分を求める。そして、制御装置２０は、その波高値の差分が０となるように、非
発光期間における励起光パワーを制御することで、励起光パワーのフィードバック制御を
実行する。これによってレーザ加工装置から出力される出力光のパワーを安定にすること
ができる。
【００９７】
　図９は、図８に示した波高値検出器によって検出されるパルスの波形例を示した図であ
る。図９（ａ）は、発光期間における初回パルスの波高値が定常状態のパルスの波高値に
比べて高い状態を示した波形図である。この場合、波高値の差分ΔＶ１が０となるように
、制御装置２０は、励起光パワーを低減させる。具体的には制御装置２０は、非発光期間
にドライバ２２が励起ＬＤ３に供給する駆動電流が小さくなるように、ドライバ２２を制
御する。
【００９８】
　図９（ｂ）は、発光期間における初回パルスの波高値が定常状態のパルスの波高値に比
べて低い状態を示した波形図である。この場合にも、波高値の差分ΔＶ２が０となるよう
に、制御装置２０は、励起光パワーを低減させる。具体的には制御装置２０は、非発光期
間にドライバ２２が励起ＬＤ３に供給する駆動電流が大きくなるように、ドライバ２２を
制御する。
【００９９】
　図１０は、図８に示した制御装置の機能ブロック図である。図１０および図３を参照し
て、実施の形態５では、補正部２０５は、波高値検出器１８が検出したパルス波高値を受
けるとともに、波高値検出器１８の検出結果であるパルス波高値を、記憶部２０１に記憶
された励起ＬＤの駆動条件の補正に反映させる。具体的には、補正部２０５は、発光期間
における初回パルスの波高値と定常状態でのパルス波高値との差分を算出して、その差分
が０となるように、非発光期間における励起光パワーに関する条件を補正する。励起ＬＤ
制御部２０６は、補正部２０５によって補正された条件に従ってドライバ２２，２３Ａ，
２３Ｂを制御する。
【０１００】
　図８に示した構成では、波高値検出器１８は、１段目のレーザ増幅器から出力されたパ
ルス光の波高値を検出する。補正部２０５は、波高値検出器１８の検出結果に基づいて、
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ドライバ２２の制御条件を変更する。
【０１０１】
　複数段のレーザ増幅器を有するレーザ加工装置である場合には、パルス光のパワーを検
出するための検出器を、複数の段のうちの任意の段に設置することができる。したがって
、図８に示した構成において、２段目のファイバ増幅器から出力されるパルス光のパワー
を検出するように、受光素子１７および波高値検出器１８を配置してもよい。
【０１０２】
　実施の形態５によれば、実施の形態１と同様に、出力光を構成するパルス列に含まれる
パルスのパワーを安定化することができる。また、温度等の環境が変化した場合には、励
起ＬＤに供給される電流を変えていないにもかかわらず、励起光パワーが変化する可能性
がある。実施の形態５によれば、ファイバ増幅器から出力されるパルス光のパワーを検出
して、その検出結果に基づいて非発光期間における励起光パワーをフィードバック制御す
る。これにより、温度等の環境が変化した場合にも出力光のパワーを安定させることがで
きる。
【０１０３】
　今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものではないと考えら
れるべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなく、特許請求の範囲によって示され
、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれることが意図され
る。
【符号の説明】
【０１０４】
　１，８，１９　光ファイバ、２　シードＬＤ、３，９Ａ，９Ｂ　励起ＬＤ、４，６，１
１　アイソレータ、５，１０　コンバイナ、７　バンドパスフィルタ、１２　エンドキャ
ップ、１３　ポンプダンプ、１４　レーザビーム走査機構、１５，１７　受光素子、１６
　カプラ、１８　波高値検出器、２０　制御装置、２１，２２，２３Ａ，２３Ｂ　ドライ
バ、２５　入力部、３１，３５　コア、３２　クラッド、３４，３８　外皮、３６　第１
クラッド、３７　第２クラッド、５０　加工対象物、１００，１００Ａ　レーザ加工装置
、２０１　記憶部、２０２　条件設定部、２０３　シードＬＤ制御部、２０４　パワー検
出部、２０５　補正部、２０６　励起ＬＤ制御部。
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